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新型コロナに伴う助成金の課税関係

彼岸花
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9月の税務と労務9月 （長月）SEPTEMBER
21日・敬老の日
22日・秋分の日 国　税／ 8月分源泉所得税の納付 

 9月10日

国　税／ 7月決算法人の確定申告（法

人税・消費税等） 9月30日

国　税／ 1月決算法人の中間申告 

 9月30日

国　税／ 10月、1月、4月決算法人の消

費税等の中間申告（年3回の

場合） 9月30日

　国等からの助成金の課税関係は、その助成金の事実関係により
異なります。新型コロナウイルス感染症対応休業支援金や特別定
額給付金、子育て世帯への臨時特別給付金などは非課税とされま
すが、持続化給付金や家賃支援給付金、雇用調整助成金などは事
業所得や雑所得等として課税対象となります。
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よ
り
多
く
の
人
が
よ
り
長
く
多
様

な
形
で
働
く
社
会
へ
と
変
化
す
る
中

で
、
長
期
化
す
る
高
齢
期
の
経
済
基

盤
の
充
実
を
図
る
た
め
に
公
的
年
金

制
度
を
見
直
し
た
、「
年
金
制
度
の

機
能
強
化
の
た
め
の
国
民
年
金
法
等

の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
」
が
、
今

年
六
月
五
日
に
公
布
さ
れ
ま
し
た
。

　

主
な
改
正
事
項
は
、
次
の
と
お
り

で
す
。

・　

短
時
間
労
働
者
に
対
す
る
被
用

者
保
険
の
適
用
拡
大

・　

在
職
中
の
年
金
受
給
の
在
り
方

の
見
直
し

・　

受
給
開
始
時
期
の
選
択
肢
の
拡

大
・　

確
定
拠
出
年
金
の
加
入
可
能
要

件
の
見
直
し

一
　
短
時
間
労
働
者
に
対
す
る

適
用
拡
大

㈠
　
適
用
拡
大
の
経
緯

　

初
め
に
、
こ
れ
ま
で
の
短
時
間
労

働
者
に
対
す
る
適
用
拡
大
に
つ
い
て

見
て
い
き
ま
す
。

　

平
成
二
十
八
年
十
月
に
、
従
業
員

数
五
〇
〇
人
超
（
適
用
拡
大
以
前
の

基
準
に
よ
る
通
常
の
被
保
険
者
の
人

数
）
の
企
業
に
お
い
て
、
次
の
要
件

を
満
た
す
短
時
間
労
働
者
を
厚
生
年

金
保
険
・
健
康
保
険
の
被
保
険
者
と

す
る
適
用
拡
大
が
行
わ
れ
ま
し
た
。

①　

週
所
定
労
働
時
間
二
〇
時
間
以

上
②　

月
額
賃
金
八
・
八
万
円
以
上

　
　
「
八
・
八
万
円
以
上
」の
判
定
は
、

基
本
給
及
び
諸
手
当
に
よ
っ
て
行

い
、
時
間
外
労
働
や
休
日
労
働
等

の
手
当
・
賞
与
・
臨
時
的
な
賃
金

等
を
含
ま
ず
に
判
定
し
ま
す
。

③　

勤
務
期
間
一
年
以
上
見
込
み

④　

学
生
は
適
用
除
外

　

そ
し
て
、
平
成
二
十
九
年
四
月
に

は
、
五
〇
〇
人
以
下
の
企
業
に
お
い

て
、
労
使
の
合
意
に
基
づ
き
短
時
間

労
働
者
を
被
保
険
者
に
で
き
る
よ
う

に
な
り
ま
し
た
（
企
業
単
位
）。

㈡
　
今
後
の
適
用
拡
大

　

短
時
間
労
働
者
を
適
用
対
象
と
す

べ
き
事
業
所
の
企
業
規
模
要
件
（
現

行
で
は
五
〇
〇
人
超
）
が
、
次
の
と

お
り
段
階
的
に
引
き
下
げ
ら
れ
ま
す
。

・
令
和
四
年
十
月　

一
〇
〇
人
超

・
令
和
六
年
十
月　
　

五
〇
人
超

　

ま
た
、
前
述
の
要
件
の
う
ち
、
①

週
労
働
時
間
二
〇
時
間
以
上
、
②
賃

金
月
額
八
・
八
万
円
以
上
、
④
学
生

除
外
の
要
件
は
現
行
の
ま
ま
と
さ
れ

ま
す
が
、
③
の
勤
務
期
間
要
件
（
一

年
以
上
見
込
み
）
は
撤
廃
さ
れ
、
フ

ル
タ
イ
ム
の
被
保
険
者
と
同
様
に

「
二
か
月
超
」
の
雇
用
見
込
み
の
要

件
が
適
用
さ
れ
ま
す
。

㈢
　
健
康
保
険
の
適
用
拡
大

　

健
康
保
険
に
つ
い
て
も
、
厚
生
年

金
保
険
と
同
様
に
適
用
拡
大
が
行
わ

れ
ま
す
。【
厚
生
年
金
保
険
と
同
時

期
施
行
】

㈣
　
非
適
用
業
種
の
見
直
し

　

こ
れ
ま
で
厚
生
年
金
保
険
・
健
康

保
険
の
適
用
は
任
意
と
さ
れ
て
い
た

非
適
用
業
種
の
見
直
し
が
行
わ
れ
ま

す
。

　

具
体
的
に
は
、
法
律
又
は
会
計
に

係
る
業
務
を
行
う
事
業
の
事
業
所
又

は
事
務
所
（
弁
護
士
・
公
認
会
計
士
・

税
理
士
・
社
会
保
険
労
務
士
な
ど
）

で
あ
っ
て
、
常
時
五
人
以
上
の
従
業

員
を
使
用
す
る
個
人
事
業
所
は
、
強

制
適
用
事
業
所
と
さ
れ
ま
す
。【
令

和
四
年
十
月
一
日
施
行
】

二
　
在
職
中
の
年
金
受
給

㈠
　
年
金
額
の
改
定

　

現
行
制
度
で
は
、
老
齢
厚
生
年
金

の
受
給
権
者
が
就
労
し
、
厚
生
年
金

保
険
の
被
保
険
者
と
な
っ
て
い
る
間

は
、
被
保
険
者
期
間
の
月
数
が
増
え

て
も
年
金
額
は
改
定
さ
れ
ず
、
資
格

喪
失
時
（
退
職
時
ま
た
は
七
〇
歳
到

達
時
）
に
、
受
給
権
取
得
後
の
被
保

険
者
で
あ
っ
た
期
間
を
加
え
て
、
老

齢
厚
生
年
金
の
額
が
改
定
さ
れ
て
い

ま
す
（
退
職
改
定
と
い
い
ま
す
）。

　

例
え
ば
、
老
齢
厚
生
年
金
の
受
給

権
を
取
得
し
た
と
き
に
、
年
金
額
の

計
算
に
用
い
る
被
保
険
者
期
間
の
月

数
が「
三
〇
〇
月
」で
あ
っ
た
者
は
、

退
職
改
定
を
す
る
ま
で「
三
〇
〇
月
」

を
用
い
て
年
金
額
を
計
算
し
ま
す
。

　

こ
の
改
定
方
法
が
見
直
さ
れ
、

六
五
歳
以
上
の
者
に
つ
い
て
は
、
在

職
中
で
あ
っ
て
も
年
金
額
を
改
定

（
毎
年
一
回
、
十
月
分
か
ら
）
す
る

こ
と
と
さ
れ
ま
し
た
。【
令
和
四
年

四
月
一
日
施
行
】

　

こ
れ
に
よ
り
、
就
労
を
継
続
し
た

こ
と
に
よ
る
効
果
を
、
退
職
を
待
た

年金制度
改正の

あらまし
（2年6月5日成立）
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ず
早
期
に
年
金
額
に
反
映
す
る
こ
と

が
で
き
る
よ
う
に
な
り
ま
す
。

㈡
　
在
職
老
齢
年
金

　

六
五
歳
未
満
の
厚
生
年
金
保
険
の

被
保
険
者
に
支
給
さ
れ
る
特
別
支
給

の
老
齢
厚
生
年
金
は
、
報
酬
と
年
金

額
に
応
じ
た
調
整
が
行
わ
れ
て
い
ま

す
（
在
職
老
齢
年
金
制
度
）。

　

現
行
制
度
で
は
、
報
酬
と
年
金
の

合
算
額
が
一
月
あ
た
り
「
二
八
万

円
」
を
上
回
る
と
き
に
、
年
金
額
の

全
部
ま
た
は
一
部
が
支
給
停
止
さ
れ

て
い
ま
す
。

　

こ
の
支
給
停
止
が
開
始
さ
れ
る
報

酬
と
年
金
の
合
計
額
の
基
準

（
二
八
万
円
）
を
、
現
行
の
六
五
歳

以
上
の
在
職
老
齢
年
金
制
度
と
同
様

の
「
四
七
万
円
（
今
年
度
額
）」
に

引
き
上
げ
る
こ
と
と
さ
れ
ま
し
た
。

【
令
和
四
年
四
月
一
日
施
行
】

　

な
お
、
特
別
支
給
の
老
齢
厚
生
年

金
は
、
生
年
月
日
に
応
じ
た
支
給
開

始
年
齢
の
引
き
上
げ
が
行
わ
れ
て
い

る
と
こ
ろ
で
あ
り
、
男
性
は
令
和
七

年
度
、
女
性
は
令
和
十
二
年
度
ま
で

の
制
度
注
と
な
り
ま
す
。

注　

男
性
は
昭
和
三
十
六
年
四
月
二

日
以
後
生
ま
れ
、
女
性
は
昭
和

四
十
一
年
四
月
二
日
以
後
生
ま
れ

の
者
か
ら
特
別
支
給
の
老
齢
厚
生

年
金
は
支
給
さ
れ
な
く
な
り
、
本

来
の
老
齢
厚
生
年
金
（
六
五
歳
以

後
）
の
み
を
受
給
す
る
こ
と
と
な

り
ま
す
。

三
　
受
給
開
始
時
期
の
選
択
肢

の
拡
大

　

公
的
年
金
の
受
給
開
始
時
期
は

「
繰
上
げ
」「
繰
下
げ
」
が
認
め
ら
れ

て
お
り
、
現
行
制
度
で
は
、
六
〇
歳

か
ら
七
〇
歳
の
間
で
選
択
を
す
る
こ

と
が
で
き
ま
す
。

①　

六
五
歳
前
に
受
給
（
繰
上
げ
）

　

支
給
開
始
を
繰
り
上
げ
る
月
数
に

よ
り
減
額
率
が
変
動
し
ま
す
。

　

一
月
あ
た
り
〇
・
五
％
減
額
さ

れ
、
六
〇
歳
到
達
時
（
六
〇
月
繰
上

げ
）
か
ら
受
給
し
た
と
き
は
、
三
〇

％
（
〇
・
五
％
×
六
〇
月
）
減
額
さ

れ
た
も
の
と
な
り
ま
す
。

　

な
お
、
前
述
の
「
特
別
支
給
の
老

齢
厚
生
年
金
」
は
、「
繰
上
げ
」
に

よ
る
老
齢
厚
生
年
金
と
は
異
な
る
も

の
で
あ
り
、
減
額
さ
れ
る
こ
と
な
く

支
給
さ
れ
ま
す
（
在
職
老
齢
年
金
制

度
に
よ
る
支
給
停
止
が
行
わ
れ
る
場

合
を
除
く
）。

②　

六
五
歳
後
に
受
給
（
繰
下
げ
）

　

支
給
開
始
を
繰
り
下
げ
る
月
数
に

よ
り
増
額
さ
れ
る
率
が
変
動
し
ま
す
。

　

一
月
あ
た
り
〇
・
七
％
増
額
さ

れ
、
六
五
歳
か
ら
受
け
ら
れ
る
も
の

を
七
〇
歳
到
達
後
に
受
給
開
始
し
た

と
き
は
、
四
二
％
（
〇
・
七
％
×

六
〇
月
）
増
額
さ
れ
た
も
の
と
な
り

ま
す
。

　

今
回
の
改
正
で
は
、
②
の
繰
下
げ

受
給
の
上
限
年
齢
が
引
き
上
げ
ら

れ
、「
七
五
歳
」
と
さ
れ
ま
し
た
。

　

繰
下
げ
に
よ
る
増
額
率
は
現
行
と

同
じ
く
一
月
あ
た
り
〇
・
七
％
で
あ

り
、
七
五
歳
か
ら
受
給
開
始
し
た
と

き
は
、
八
四
％
（
〇
・
七
％
×

一
二
〇
月
）
の
増
額
で
す
。【
令
和

四
年
四
月
一
日
施
行
】

　

そ
の
他
に
、
繰
り
上
げ
減
額
率
の

変
更
（
一
月
あ
た
り
〇
・
四
％
）
な

ど
の
改
正
も
行
わ
れ
る
予
定
で
す
。

四
　
確
定
拠
出
年
金
等
の
改
正

㈠
　
加
入
可
能
要
件
の
見
直
し

①　

企
業
型
確
定
拠
出
年
金

　
「
七
〇
歳
」（
現
行
六
五
歳
）
未
満

で
あ
れ
ば
加
入
者
と
す
る
こ
と
が
で

き
る
よ
う
に
な
り
ま
す
。【
令
和
四

年
五
月
一
日
施
行
】

②　

個
人
型
確
定
拠
出
年
金

（
i
D
e
C
o
）

　
「
六
〇
歳
未
満
」
の
要
件
は
削
除

さ
れ
、
国
民
年
金
法
の
第
一
号
被
保

険
者
（
保
険
料
免
除
者
を
除
く
）、

第
二
号
被
保
険
者
（
企
業
型
掛
金
拠

出
者
等
を
除
く
）、
第
三
号
被
保
険

者
及
び
任
意
加
入
被
保
険
者
は
、
個

人
型
年
金
加
入
者
と
な
る
こ
と
が
で

き
ま
す【
令
和
四
年
五
月
一
日
施
行
】。

㈡
　
受
給
開
始
時
期
等
の
選
択
肢
拡

大
①　

確
定
拠
出
年
金

　

公
的
年
金
の
受
給
開
始
時
期
の
選

択
肢
の
拡
大
に
併
せ
て
、
受
給
開
始

時
期
の
上
限
年
齢
が
七
五
歳
（
現
行

は
七
〇
歳
）
に
引
き
上
げ
ら
れ
ま

す
。【
令
和
四
年
四
月
一
日
施
行
】

②　

確
定
給
付
企
業
年
金

　

企
業
の
高
齢
者
雇
用
の
状
況
に
応

じ
た
よ
り
柔
軟
な
制
度
運
営
を
可
能

と
す
る
た
め
、
受
給
開
始
時
期
の
設

定
可
能
な
範
囲
を
七
〇
歳
（
従
来
は

六
五
歳
）ま
で
に
拡
大
し
ま
し
た【
令

和
二
年
六
月
五
日
（
公
布
日
）
よ
り

施
行
】。

　

今
回
取
り
上
げ
た
も
の
以
外
に
も

制
度
面
・
手
続
面
の
改
善
が
図
ら

れ
、
順
次
施
行
さ
れ
る
予
定
で
す
。

　

今
後
、
詳
細
が
公
表
さ
れ
る
も
の

も
ご
ざ
い
ま
す
の
で
、
厚
生
労
働

省
・
日
本
年
金
機
構
の
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
、
年
金
事
務
所
が
発
信
す
る
情
報

に
ご
注
意
く
だ
さ
い
。
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　新型コロナウイルス感染症の感染予防を
理由として、やむを得ず離職した者は「特
定受給資格者」とし、基本手当の所定給付
日数が手厚くなる場合があります（被保険
者であった期間、離職時の年齢により90
日から330日の範囲で決定）。
　令和2年5月1日以降に、本人の職場で
感染者が発生したこと、または本人もしく
は同居家族が基礎疾患を有すること、妊娠
中であることもしくは高齢であることを理
由に、感染拡大防止や重症化防止の観点か
ら自己都合により離職した者が対象です。
※�　受給資格決定の手続きの際に、上記要
件に該当するかを確認されますので、公
共職業安定所に行かれるときには診療の
明細やお薬手帳、母子手帳等の事情を確
認できる書類をご用意ください。

〈参考〉
　失業時に受ける基本手当の所定給付日数
は、離職理由等に応じ次のとおりとされて
います。
①　特定受給資格者等
　倒産・解雇等により再就職の準備をする
時間的余裕なく離職を余儀なくされた受給
資格者等をいいます。被保険者であった期
間、離職時の年齢により90日から330日
の範囲で所定給付日数が決定されます。
②　就職困難者
　身体障害者、知的障害者、精神障害者、
社会的事情により就職が著しく阻害されて
いる者などが該当します。被保険者であっ
た期間、離職時の年齢により150日から
360日の範囲で決定されます。
③　①または②に該当しない者
　一身上の都合による退職者など、上記①
または②に該当しない者は、被保険者であ
った期間に応じ90日から150日の範囲で
決定されます。離職時の年齢による日数の
差は設けられていません。

求職者給付の特例（雇用保険）

　新型コロナウイルス感染症の影響を受
け、全国の高等学校で臨時休業期間があっ
たことにより、新規高等学校卒業者の就職
準備期間が短くなり、生徒が不安を抱えた
り、不十分な準備のまま就職活動に臨むこ
とが懸念されます。
　このため、生徒の希望・適性にあった就
職を実現し、ミスマッチによる早期離職を
防止する観点から、全国高等学校長協会、
主要経済団体、文部科学省及び厚生労働省
による検討会議が開催され、令和3年3月
に高等学校を卒業する生徒の採用選考期日
を変更することとされました。
①�　企業による学校への求人申込及び学校
訪問開始…7月1日（変更なし）
②�　学校から企業への生徒の応募書類提出
開始…10月5日（変更前は9月5日）
　※沖縄は9月30日（変更前は8月30日）
③�　企業による選考開始及び採用内定開始
…10月16日（変更前は9月16日）。

令和 3 年 3 月新規高卒者 
採用選考開始期日等の変更　
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